
事務事業評価表
施策名 0701 障がい者の自立支援の充実

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 　【事務事業評価の視点】

1 職員人件費のみの事業 　妥当性（市の関与） 　＜総合評価＞

2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） 　　ａ…市が実施することが妥当である 　　Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 　　ｂ…見直す余地がある 　　Ｂ…事業の進め方の改善検討

4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会事務など） 　　ｃ…市が実施する緊急性が認められない 　　Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討

5 施設の維持管理費のみの事業（光熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） 　有効性（施策貢献度） 　　Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの管理業務、清掃委託） 　　ａ…施策への貢献度が高い

7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）

10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） 　　ａ…コストを見直す余地がない

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外） 　　ｂ…検討する余地がある

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

NO 事業名

担当課

事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等
事業
類型

妥当性 有効性 効率性 総合評価

事業費（千円） 人件費（千円）

主な指標 単位

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

事業の方向性 概要
シート課長 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ６ Ｒ７

計画 実績 計画 計画
担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算

1 障害者医療費助成事業

福祉総務課
心身障がい者の医療費自己負担を軽減するための医療費助
成を行う。

昭和47年度

大村市福祉医療費の
支給に関する条例

11

a a a A

214,326 217,086 220,925 7,300 7,786 受給資格者数 人 4,529 4,329 4,329 4,329 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進浦山　聡

三山　武矢

2 障害福祉サービス事業

障がい福祉課 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの提供、高額
障害福祉サービス費の支給、補装具の支給、計画相談支援
給付費の支給を行う。

平成18年度

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律、児
童福祉法、大村市障害
者のための日常生活及
び社会生活を総合的に
支援するための法律施
行細則

2

a A

3,584,234 3,962,058 3,896,107 11,367 9,616 支給決定利用件数 件 21,396 22,363 24,591 24,591 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

江島隆誠・谷海斗・永尾幸太郎・松本愛里

3 障害児支援事業

障がい福祉課
児童福祉法に基づく障害児通所支援の提供、障害児相談支
援給付費の支給を行う。

平成24年度

児童福祉法

2

a A

1,567,679 1,721,195 1,706,874 8,609 7,606 支給決定利用件数 件 11,319 12,249 16,102 16,102 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

江島隆誠・谷海斗・松本愛里

4
自立支援医療費給付事業
（更生医療・育成医療）

障がい福祉課
身体の障害状態の除去・軽減を図るための効果的な医療の
給付を行い、その医療に要する経費（診察・薬剤又は治療
材料の支給・医学的処置、手術・居宅における療養上の管
理、看護・移送）を支給する。

平成18年度

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律、大村市障害者総
合支援法施行細則

2

a A

206,762 208,080 214,383 5,975 6,217 受給者数 人 511 556 597 597 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

堀口　真帆

5 障害支援区分認定事業

障がい福祉課 申請者の調査（訪問調査・主治医意見書）を実施し、認定
審査会において障害支援区分の判定を行う。審査委員には
福祉に関する学識経験者や精神科医、作業療法士など障害
の特性に詳しい人材を選定している。

平成18年度

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律 2

a A

12,973 14,988 15,871 6,044 7,418
認定申請・調査・
審査件数

件 382 318 382 382 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

江島隆誠・谷海斗・松本愛里

6 障害者相談支援事業

障がい福祉課 障害者生活支援センター「ラフ」、精神障害者地域生活支
援センター「ラム」において、障がい者及びその家族の様
々な相談に応じ、関係機関との連絡調整を図り、生活全般
を支援する。

平成9年度

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律、地
域生活支援事業実施要
綱、地域生活支援促進
事業実施要綱、大村市
成年後見制度利用支援
実施要綱

2

a A

45,460 53,085 56,394 1,236 1,236 相談件数 件 17,250 12,254 17,400 17,400 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

古田　靖晶

7
障害者（児）日常生活用具
給付等事業

障がい福祉課
障がい者等の日常生活を便利又は容易に行うことができる
よう、障害の程度に応じた日常生活用具を給付する。

昭和47年度

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律、地域生活支援事
業実施要綱、大村市
日常生活用具給付事
業実施要綱

2

a A

26,544 28,383 30,154 2,345 2,487 決定件数 件 2,215 2,211 2,446 2,446 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

永尾　幸太郎

8 障害者移動支援事業

障がい福祉課 屋外での移動が困難な障がい者等に対し、社会生活上必要
不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のため、外出時に付
き添いのヘルパーを派遣する。

平成18年度

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律、地域生活支援事
業実施要綱、大村市
障害者等移動支援事
業実施要綱

2

a A

5,390 5,575 5,497 2,159 2,351 実利用時間数 時間 3,587 3,321 3,494 3,494 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

古田　靖晶
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9 日常生活支援事業

障がい福祉課 障がい者等が自立した日常生活または社会生活を営むこと
ができるよう、日中一時支援、訪問入浴サービス、耳とこ
とばの相談事業を実施する。

昭和48年度

障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するた
めの法律、地域生活支援事
業実施要綱、大村市障害者
等日中一時支援事業実施要
綱、大村市障害者等訪問入
浴サービス事業実施要綱、
大村市耳とことばの相談事
業実施要綱

11

a a a A

5,534 6,717 6,165 2,611 1,744 事業延べ利用者数 人 3,110 2,404 3,161 3,161 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

古田　靖晶

10 障害者相談員設置事業

障がい福祉課 在宅の身体・知的・精神障がい者の当事者､家族等が相談
員となり、障害に関する各種の相談に応じる。（身体障害
者相談員４名、知的障害者相談員２名、精神障害者相談員
２名）

昭和58年度

大村市身体障害者相談
員業務委託要綱、大村
市知的障害者相談員業
務委託要綱、大村市精
神障害者相談員業務委
託要綱

10

a a a A

196 196 196 509 509 相談件数 件 210 172 210 210 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

東　友子

11 特別障害者手当等給付事業

障がい福祉課
重度の障害のために生じる特別の負担の手助けとして手当
を支給。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
特別障害者手当：29,590/月、障害児福祉手当：16,100円/
月、経過的福祉手当：16100円/月（R7.4.1現在）を支給す
る。

昭和50年度

特別児童扶養手当等
の支給に関する法律

2

a A

87,184 92,328 91,569 2,453 2,263 延べ支給人数 人 3,733 3,659 3,733 3,785 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

東　友子

12
小児慢性特定疾患児日常生活用
具給付事業

障がい福祉課
小児慢性特定疾患児（小児慢性特定疾患治療研究事業の対
象者で、児童福祉法（小児慢性特定疾患治療研究事業は除
く。）及び身体障害者福祉法による施策の対象にならない
者に限る。）に、日常生活上の便宜や介護負担の軽減を図
るため、必要な日常生活用具を給付する。

平成21年度

大村市小児慢性特定
疾患児日常生活用具
給付事業実施要綱

10

a a a A

40 280 200 509 509 決定件数 件 4 1 4 4 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

永尾　幸太郎

13
療育支援センター
管理運営事業

障がい福祉課 発達の遅れや年齢に沿った個別支援計画により、日常生活
における基本動作や集団生活への適応訓練を行うなど、児
童福祉法に規定する児童発達支援を提供する大村市療育支
援センターの管理運営を行う。

平成12年度

大村市療育支援セン
ター条例、大村市療
育支援センター条例
施行規則 6

a B

15,796 18,311 20,240 1,527 1,527 利用登録者数 人 25 32 28 27 現状維持 無

余地なし 改善検討前川　靖彦

小川　潤一

14
軽中度難聴児補聴器購入費
助成事業

障がい福祉課 新生児聴覚スクリーニング検査等により、軽度・中等度
（両耳の聴力レベルが30㏈以上）の聴覚障がいがあると認
められた18歳未満の難聴児に対し、補聴器購入費の助成を
行う。

平成25年度

大村市軽度・中等度
難聴児補聴器購入費
助成事業実施要綱

10

a a a A

179 324 324 509 509 決定件数 件 10 5 8 6 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

永尾　幸太郎

15 成年後見制度支援事業

障がい福祉課 障がい者の権利擁護のため、成年後見制度の利用に要する
費用（成年後見制度の市長申立てに要する経費及び成年後
見人への報酬等）の一部または全部を助成する。

平成21年度

障害者の日常生活及
び社会生活を総合的
に支援するための法
律、地域生活支援事
業実施要綱、大村市
成年後見制度利用支
援事業実施要綱

2

a A

661 995 995 889 529
市長申立及び報酬
等助成件数

件 3 4 4 4 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

古田　靖晶

16 障害者虐待防止対策支援事業

障がい福祉課

「障害者の虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に
関する法律」に基づき市に「障害者虐待防止センター」を
設置し、障害者虐待に関する通報、届出の受理、障害者及
び擁護者に対する相談、指導及び助言、障害者虐待防止に
関する広報啓発活動を行う。　※大村市社会福祉協議会に
委託

平成24年度

障害者虐待の防止、
障害者の擁護者に対
する支援等に関する
法律 2

a A

4,374 5,124 5,561 2,276 2,354 通報・相談件数 件 223 177 247 247 現状維持 無

余地なし 事業推進前川　靖彦

森　ふみ
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5 施設の維持管理費のみの事業（光熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） 　有効性（施策貢献度） 　　Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの管理業務、清掃委託） 　　ａ…施策への貢献度が高い

7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要費、役務費のみで構成） 　　ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない

8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 　　ｃ…成果の向上が見込まれない

9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 　効率性（コスト）

10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） 　　ａ…コストを見直す余地がない

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外） 　　ｂ…検討する余地がある

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

NO 事業名

担当課

事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等
事業
類型

妥当性 有効性 効率性 総合評価

事業費（千円） 人件費（千円）

主な指標 単位

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

事業の方向性 概要
シート課長 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ６ Ｒ７

計画 実績 計画 計画
担当者 開始 終了 決算 予算 見込 決算 予算

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト

【
不
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト

ＹＥＳ

ＮＯ

17 医療的ケア児レスパイト事業

障がい福祉課

在宅で生活している医療的ケア児に対して、指定訪問看護
事業者の看護師等が自宅や保護者が指定する場所で医療保
険の適用外となる訪問看護を実施し、医療的ケアを伴う見
守りを行う。
これにより常時、医療的ケアを提供しなければならないと
いうストレスに晒されている主たる介護者である家族等の
休息を確保することを目的とする。

令和７年

障害者総合支援法
地域生活支援事業実
施要綱

11

a a a A

0 2,160 2,160 0 1,184
レスパイト利用時
間（年間累計利用
時間）

ｈ 0 0 288 768 現状維持 有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

森　ふみ

18
障がい者雇用促進事業
(旧）障がい者雇用促進ネット
ワーク事業

障がい福祉課 市内企業や関係機関によるネットワークを形成し、連絡調
整や情報の共有を行い、障がい者雇用への理解と啓発を増
進し、障がい者の就労支援及び工賃向上を目的とする。
※R6年度は事務費計上

令和6年

障害者優先調達推進
法、大村市障がい者
雇用促進ネットワー
ク会議設置要綱 10

a a a A

114 3,425 3,040 2,618 6,938 会議開催回数 回 5 3 5 2 現状維持 無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進前川　靖彦

朝長　綾・松本　愛里

20 0 0 0 0 0

21 0 0 0 0 0

22 0 0 0 0 0

23 0 0 0 0 0

24 0 0 0 0 0


